
大都市データ

　川崎市をはじめ１９の政令指定都市と東京都区部の
２０大都市は「大都市統計協議会」を設置して、各都市
の各種統計情報を集約し、毎年「大都市比較統計年表」
を作成、発行しています。
　ここでは、「大都市比較統計年表（平成２２年）」などを
もとに、主要な統計情報からみた川崎市及び各都市の
特徴をまとめました。

N

59



60

■人口密度は高く大都市で第3位1 人口・世帯数及び面積

■人口増加比率は大都市で第4位2 人口動態

面　積
（㎢）

都 市 名 区 数
政令指定都市
への移行
年月日

人  口
（人）

世帯数
（世帯）

－
昭和31.9.１
昭和47.4.１
昭和31.9.１
昭和31.9.１
平成15.4.１
平成18.4.１
昭和47.4.１
平成4.4.１
昭和31.9.１
平成22.4.１
昭和38.4.１
昭和31.9.１
昭和47.4.１
平成元.4.１
昭和55.4.１
平成19.4.１
平成21.4.１
平成19.4.１
平成17.4.１

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

　人口及び世帯数が最も多いのは東京都区部で、次いで横浜市、大阪市の順となっており、川崎
市は人口、世帯数ともに第9位となっています。また、面積が最も広いのは浜松市で、次いで静
岡市、札幌市の順となっており、川崎市は最も狭く第20位です。人口密度では東京都区部が最

も高く、次いで大阪市、川崎市の順となっています。
　昼夜間人口比率をみると、大阪市が最も高く、次いで東京都区部、名古屋市の順となっています。一方、昼夜
間人口比率が最も低いのは相模原市で、次いで川崎市、横浜市の順となっています。

人口密度
（人／㎢）

昼夜間
人口比率

（常住人口=100）

平成23年度
当初予算額
（百万円）

＊人口・世帯数は平成23年10月1日現在。但し、岡山市の世帯数は平成23年9月末現在の住民基本台帳人口を掲載。
＊区数・面積は平成23年10月1日時点で、面積は各自治体がHP等で公表している数値 ＊昼夜間人口比率は平成22年国勢調査。
＊平成23年度当初予算額の東京都区部は、「都」の数値。

＊大阪市は「市外との移動」に「市内移動」を含む。

都 市 名
人口増加

（自然増加＋
社会増加）

人口増加
比率

（人口増加数/人口）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

　平成22年1年間の川崎市の人口増加数は1万283人となっています。人口増加数が1万人を超
えているのは、川崎市の他、東京都区部、福岡市となっています。

自然増加 出生 死亡 社会増加 市（都）外との移動 市（都）内移動 その他の増減

自然動態 社会動態

（単位：人、%）（平成22年中）

相 模 原 市
福 岡 市
さ い た ま 市
川 崎 市
千 葉 市
東 京 都 区 部
広 島 市
仙 台 市
札 幌 市
横 浜 市
大 阪 市
岡 山 市
名 古 屋 市
神 戸 市
堺 市
新 潟 市
京 都 市
静 岡 市
北 九 州 市
浜 松 市

東 京 都 区 部
大 阪 市
川 崎 市
横 浜 市
名 古 屋 市
さ い た ま 市
堺 市
福 岡 市
千 葉 市
神 戸 市
相 模 原 市
北 九 州 市
京 都 市
札 幌 市
仙 台 市
広 島 市
新 潟 市
岡 山 市
浜 松 市
静 岡 市

データ

チェック

データ

チェック
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■生産年齢人口構成比は大都市で最も高く、平均年齢は最も低い3 年齢別人口

■労働力率は大都市で第2位4 就業者数

　就業者数が最も多いのは東京都区部で、次いで横浜市、大阪市の順で、川崎市は第9位となっ
ています。
　労働力率が最も高いのは東京都区部で、次いで川崎市、相模原市の順となっています。

都 市 名 総数 平均年齢

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

　15歳未満（年少）人口の構成比が最も高いのは広島市で、次いで岡山市、15～64歳（生産年
齢）人口の構成比が最も高いのは川崎市で、次いで福岡市となっています。また、65歳以上（老
年）人口の構成比が最も高いのは北九州市で、最も低いのは川崎市となっています。

　平均年齢は、川崎市が最も低く41.5歳で、最も高いのは北九州市の46.1歳となっています。

15歳未満 15～64歳 65歳以上 構成比構成比構成比

年齢階級別

（単位：人）（平成22年10月1日）

＊総数には年齢不詳を含む。 （国勢調査）

都 市 名
15歳以上人口

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

うち労働力状態
不詳を除く（A）総数 総数（B） 就業者 完全失業者

非労働力人口
労働力人口

（単位：人）（平成22年10月1日）

＊15歳以上人口総数には労働力状態不詳を含む。 （国勢調査）

川 崎 市
福 岡 市
仙 台 市
相 模 原 市
さ い た ま 市
広 島 市
横 浜 市
岡 山 市
名 古 屋 市
東 京 都 区 部
千 葉 市
堺 市
札 幌 市
京 都 市
浜 松 市
大 阪 市
神 戸 市
新 潟 市
静 岡 市
北 九 州 市

労働力率
B/A

データ

チェック

データ

チェック
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■従業者300人以上の事業所の構成比は大都市で第２位5 事業所（民営）

■従業者1人当たり製造品出荷額等は大都市で第1位6 工業(従業者４人以上の事業所)

　製造品出荷額等が最も多いのは横浜市で、次いで川崎市、大阪市の順となっています。
　また、従業者1人当たりの製造品出荷額等では、川崎市は第1位と高い労働生産性を示してい
ます。

都 市 名 総事業所数 300人以上
の構成比

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19

　事業所数は東京都区部が最も多く、次いで大阪市、名古屋市の順となっています。
　また、事業所の従業者規模別をみると、300人以上の事業所の構成比は東京都区部が最も
高く、次いで川崎市は第2位となっています。

1人～29人 30人～299人 300人以上 派遣従業者のみ

従業者規模別事業所数

（単位：事業所）(平成21年7月1日）

（経済センサス-基礎調査）

都 市 名
総　数

従業者１人
当たり製造品
出荷額等

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

4～29人 30人以上
従業者数 製造品出荷額等

事　業　所　数

（工業統計調査）

（単位：事業所、人、百万円）(平成22年12月31日）

東 京 都 区 部
川 崎 市
千 葉 市
大 阪 市
横 浜 市
福 岡 市
名 古 屋 市
札 幌 市
仙 台 市
京 都 市
さ い た ま 市
新 潟 市
広 島 市
神 戸 市
北 九 州 市
浜 松 市
堺 市
静 岡 市
岡 山 市

川 崎 市
堺 市
仙 台 市
千 葉 市
横 浜 市
広 島 市
神 戸 市
北 九 州 市
静 岡 市
京 都 市
岡 山 市
相 模 原 市
名 古 屋 市
大 阪 市
新 潟 市
福 岡 市
さ い た ま 市
浜 松 市
東 京 都 区 部
札 幌 市

データ

チェック

データ

チェック
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■１事業所当たり年間商品販売額は大都市で第10位7 商業

■外国貿易海上輸出入額の総額は大都市で第7位8 貿易

　外国貿易海上輸出入額の総額をみると、最も多いのは名古屋市で、次いで東京都区部、横浜市
の順となっています。川崎市は第7位となっており、輸出額に比べて輸入額が多くなっています。
　また、外国貿易を示す海上輸出入貨物数量では、輸出・輸入ともに名古屋市が最も多くなって

います。川崎市は輸出量に比べて輸入量が多く、輸入量は名古屋市に次いで第2位となっています。
　内国貿易を示す海上移出入貨物数量では、移出・移入ともに北九州市が最も多くなっています。

　卸売業では、事業所数、従業者数、年間商品販売額の3項目とも東京都区部が最も多く、次い
で大阪市、名古屋市の順となっています。
　小売業では、事業所数、従業者数、年間商品販売額の3項目とも東京都区部が最も多く、次い

で大阪市、横浜市の順となっています。
　また、卸売業と小売業の年間商品販売額を合せて算出した1事業所当たり年間商品販売額は、東京都区部
が最も多く、次いで名古屋市、大阪市の順になっており、川崎市は第10位となっています。

都 市 名
外国貿易海上輸出入額 海上輸（移）出入貨物数量

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
-
-
-
-

総 額 輸 出 輸 入 輸出 輸入 移出 移入

(単位：10億円、千トン）（平成22年）

事業所数
都 市 名

卸　　売　　業 １事業所当たり
年間商品販売額

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19

事業所数 従業者数従業者数 年間商品販売額 年間商品販売額

小　　売　　業

（単位：事業所、人、億円）（平成19年6月1日）

（商業統計調査） 

東 京 都 区 部
名 古 屋 市
大 阪 市
福 岡 市
仙 台 市
広 島 市
札 幌 市
千 葉 市
さ い た ま 市
川 崎 市
横 浜 市
岡 山 市
新 潟 市
静 岡 市
浜 松 市
神 戸 市
京 都 市
堺 市
北 九 州 市

名 古 屋 市
東 京 都 区 部
横 浜 市
神 戸 市
大 阪 市
千 葉 市
川 崎 市
福 岡 市
静 岡 市
北 九 州 市
堺 市
広 島 市
仙 台 市
岡 山 市
新 潟 市
京 都 市
浜 松 市
さ い た ま 市
札 幌 市
相 模 原 市

データ

チェック

データ

チェック
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■民営借家に住む世帯の割合は大都市で4番目に高い9 住宅

■消費者物価地域差指数（総合・食料）は大都市で3番目に高い10 消費者物価地域差指数   

　平成22年の消費者物価地域差指数（51平均を100とした場合の地域ごとの年平均指数）を
みると、総合では横浜市が最も高く、次いで東京都区部、川崎市の順となっており、食料では東
京都区部が最も高く、次いで横浜市、川崎市の順となっています。

　また、平成22年平均の総合で51市平均を下回っているのは、岡山市、札幌市、名古屋市など10市となって
おり、食料では岡山市、静岡市、名古屋市など9市となっています。

　住宅に住む一般世帯のうち、持ち家に住む世帯の割合が最も高いのは新潟市で、次いで浜
松市、静岡市となっており、川崎市は福岡市、大阪市、東京都区部に次いで4番目に低くなって
います。

　一方、民営借家に住む世帯の割合は、福岡市が最も高く、次いで大阪市、東京都区部、川崎市の順となって
います。

都 市 名
平成19年平均

1
2
3
4
5
6
7
7
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
－

総合 食料 総合 食料 食料 食料

平成20年平均

総合

平成21年平均

総合

平成22年平均

（平成19～21年は全国 ＝ 100、平成22年は51市平均 ＝ 100）

都 市 名
借　　　　　　家 持ち家

割合
民営借家
割合

住宅に住む
一般世帯

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

持ち家 間借り
公営借家 民営借家 給与住宅都市機構・

公社借家

（単位：世帯）（平成22年10月1日）

（国勢調査）

福 岡 市
大 阪 市
東 京 都 区 部
川 崎 市
札 幌 市
仙 台 市
岡 山 市
京 都 市
広 島 市
名 古 屋 市
相 模 原 市
北 九 州 市
さ い た ま 市
横 浜 市
浜 松 市
静 岡 市
新 潟 市
神 戸 市
千 葉 市
堺 市

横 浜 市
東 京 都 区 部
川 崎 市
さ い た ま 市
神 戸 市
京 都 市
大 阪 市
広 島 市
堺 市
岡 山 市
札 幌 市
名 古 屋 市
静 岡 市
新 潟 市
千 葉 市
仙 台 市
浜 松 市
福 岡 市
北 九 州 市
相 模 原 市

データ

チェック

データ

チェック



■1人当たり市民所得は大都市で第2位11 市民経済計算

■人口１０万人当たりの交通事故発生件数は大都市で１番少ない12 治安及び災害

　人口10万人当たりの交通事故発生件数は川崎市が最も少なく、次いで東京都区部、横浜市の
順となっています。また、人口1,000人当たりの刑法犯認知件数は横浜市が最も少なく、川崎市
は第2位となっています。

　市民所得総額をみると東京都が最も多く、次いで横浜市、大阪市の順となっており、川崎
市は第5位となっています。１人当たりの市民所得は東京都が最も多く、次いで川崎市、名古
屋市の順となっています。川崎市は348万7千円で大都市平均の315万4千円と比べ、33万

3千円上回っています。
　また、雇用者報酬の割合をみると千葉市が最も高く、次いで横浜市、さいたま市、川崎市の順となってい
ます。

都 市 名
交通事故発生件数 刑法犯認知件数及び検挙件数

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

総数 認知件数 検挙件数 人口1,000人当たりの
認知件数

人口10万人当たりの
交通事故発生件数

（単位：件）（平成22年）

都 市 名
市　民　所　得

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
－
－
－
－
－
－

総　額 雇用者報酬 財産所得 企業所得

（単位：百万円）（平成21年度）

雇用者報酬
割　合

財産所得
割  合

企業所得
割  合

1人当たり
市民所得
（千円）

＊交通事故発生件数は、道路交通法の「道路上」での法規違反による事故数を集計したものである。
＊検挙件数は、発生地計上によるものである。
＊平成22年10月1日現在の人口で算出。

東 京 都
川 崎 市
名 古 屋 市
広 島 市
福 岡 市
さ い た ま 市
大 阪 市
横 浜 市
千 葉 市
神 戸 市
京 都 市
仙 台 市
北 九 州 市
札 幌 市
静 岡 市
堺 市
新 潟 市
浜 松 市
岡 山 市
相 模 原 市

川 崎 市
東 京 都 区 部
横 浜 市
札 幌 市
千 葉 市
仙 台 市
新 潟 市
さ い た ま 市
相 模 原 市
広 島 市
大 阪 市
神 戸 市
京 都 市
堺 市
名 古 屋 市
福 岡 市
北 九 州 市
静 岡 市
岡 山 市
浜 松 市

データ

チェック

データ

チェック
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市民の消費傾向比較～家計調査結果から～

　総務省「家計調査」の結果をみると、その都市に住んでいる世帯でどのような品物に多く支出しているかがわ
かり、地域ごとの好みやライフスタイルの違いが読み取れます。最新の品目別平均支出額（平成21年～23年調
査結果）をもとに、川崎市に住んでいる世帯が特に多く購入（支出）している品目の例をあげ、30年前の昭和56
～58年の調査結果との比較を行いました。（川崎市が家計調査の対象都市に加わったのは昭和53年で、一部の
品目については可能な限り古い統計と比較しています。）

　消費傾向を30年前と比較すると、文化施設や映画・演劇の入場料、スポーツ月謝などに関する支出が増えていること
がわかります。前回調査（平成20年～22年平均）で第2位だった「文化施設入場料」は、最新の調査で第1位となりました。

●「文化施設入場料」が第1位に（食料以外）

●平成21～23年平均

　最新の調査結果をみると、しゅうまい、ハンバーガー、スパゲッティなどへの支出が多いことがわかります。ワインは甲
府市に次ぐ第4位となりましたが、30年前はぶどう酒の品目で第17位でした。しゅうまいは30年前にも上位にランクし
ており、最新の調査でも横浜市に次ぐ第2位となっています。ハンバーガーについては、調理パンの品目で第1位でした。

●スパゲッティは第1位、ワインは第4位（食料）

文化施設入場料 映画・演劇等入場料 スポーツ月謝 文房具

●昭和56～58年平均

文化施設入場料 映画観覧料 スポーツ月謝 文房具

全
国

川
崎
市

宇
都
宮
市

横
浜
市

東
京
都
区
部

奈
良
市

（円）

1位

全
国

東
京
都
区
部

さ
い
た
ま
市

横
浜
市

新
潟
市

川
崎
市

（円）

5位

全
国

津
市

京
都
市

奈
良
市

東
京
都
区
部

川
崎
市

（円）

22位

全
国

横
浜
市

川
崎
市

東
京
都
区
部

奈
良
市

さ
い
た
ま
市

（円）

2位

全
国

川
崎
市

鹿
児
島
市

静
岡
市

東
京
都
区
部

横
浜
市

（円）

1位

全
国

那
覇
市

高
知
市

徳
島
市

福
井
市

川
崎
市

（円）

35位

全
国

横
浜
市

東
京
都
区
部

大
阪
市

千
葉
市

川
崎
市

（円）

7位

全
国

岡
山
市

福
島
市

千
葉
市

鳥
取
市

川
崎
市

（円）

27位

●平成21～23年平均

ワイン しゅうまい ハンバーガー スパゲッティ

●昭和56～58年平均 ●平成12～14年平均

ぶどう酒 しゅうまい 調理パン スパゲッティ

全
国

東
京
都
区
部

横
浜
市

甲
府
市

川
崎
市

さ
い
た
ま
市

（円）

4位

全
国

横
浜
市

川
崎
市

東
京
都
区
部

前
橋
市

甲
府
市

（円）

2位

全
国

東
京
都
区
部

甲
府
市

岡
山
市

横
浜
市

川
崎
市

（円）

17位

全
国

横
浜
市

東
京
都
区
部

浦
和
市

川
崎
市

千
葉
市

（円）

4位

全
国

那
覇
市

川
崎
市

大
分
市

徳
島
市

高
松
市

（円）

2位

全
国

川
崎
市

東
京
都
区
部

横
浜
市

松
江
市

千
葉
市

（円）

1位

全
国

川
崎
市

東
京
都
区
部

長
野
市

千
葉
市

横
浜
市

（円）

1位

※「スパゲッティ」は、平成12年から単独の調査項目となりました。

全
国

さ
い
た
ま
市

松
江
市

川
崎
市

大
津
市

東
京
都
区
部

（円）

3位
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